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A　Study　of　Organizational　Commitment　as　an　Aspect　of　Organizational　Climate

　　　　　　　　　　　　　　　　Fumiyasu　Seki，　Jyuji　Misumi，　Akira　Kinjyou，　Emiko　Misumi，

　　　　　　　　　　　　　　Ryousuke　Matsuda，　Hidehisa　Matsuo，　Eiji　Tokudome，　Noriko　Kido

　　　　This　study　is　to　deal　with　the　organizational　commitment　as　one　aspect　of　organizational　climate　for　the

purpose　of　examining　its　internal　structure　and　analyzing　its　relationship　with　leadership　and　workplace

morale．　To　that　end，　we　surveyed　a　plural　number　of　organizations　with　various　background　factors．　As　a

result，　the　following　findings　were　obtained．

　　　　　1．　Our　study　of　various　working　groups　revealed，　as　a　result　of　factor　analysis，　that　there　are　very

much　the　same　factors　as　the　findings　of　Sekimoto，　et　al’s　survey　that　covered　employees　working　at　large

corporations　after　graduating　from　college．

　　　　　2．　The　effect　of　leadership　was　found　in　the　aspect　of　the　traditional　organizational　commitment

manifesting　itself　in　a　desire　to　stay　permanently　with　the　company，　positive　motivation　to　contribute　to　the

company　and　internalization　of　values．　As　in　the　oase　of　workplaoe　morale，　these　factor　of　organizational

commitment　were　found　to　increase　under　the　PM一　type　leadership．

　　　　　3．In　the　qualification　皿analysis，　the　utilitarian　factor　of　organizational　commitment　showed　a

distribution　pattern　that　stands　in　stark　contrast　to　the　other　three　factors．　With　regard　to　its　relationship　to

workplace　morale，　it　was　found　that　the　organizational　commitment　is　strongly　tied　to　such　personal　factors

as　motivation　for　work，　satisfaction　with　salary，　satisfaction　with　the　company　and　mental　hygiene．　lt　was

also　found　that　the　organizational　commitment　and　subordinates’　evaluation　vis一　a一　vis　superior’s　leadership

form　an　independent　dimension．

　　　　　4．　ln　comparisons　by　age　and　by　the　number　of　years　service，　it　was　shown　that　a　desire　to　stay

permanently　with　the　company，　positive　motivation　and　internalization　of　values　change　with　years　of－

service，　forming　near一　U　curves．　The　curves　showing　relationship　between　age　and　years　of　service　and　the

organizational　commitment　are　a　new　discovery　never　before　pointed　out　in　any　previous　study．

　　　　　5．　ln　a　cluster　analysis　on　the　organizational　commitment，　while　such　clusters　as　the　relying一　on－

company　type，　utilitarian　type，　self一　centered　type　and　“rarefied”　type　were　found　this　study，　as　in　the　case　of

Sekimoto，　et　al．　The　cluster　of　what　Sekimoto，　et　al．，　ca11　the　traditional　type　was　not　found．　lnstead，　a　new

cluster　of“take　things　easY”　type，　whose　desire　to　stay　permanently　with　the　company　is　conspiouously　high

but　positive　motivation　is　low，　was　found．

　　　　　6．　When　morale　factor　scores　were　compared　among　the　organizational　commitment　clusters，　the

morale　of　self－centered　type　was　found　to　be　significantly　higher　than　those　of　any　of　its　counterparts　in　the

other　clusters．
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　　　　　　　　　　目　　的

　本研究では、組織風土の一側面として企業帰

属意識をとりあげ、その内的構造を検討すると

ともに、リーダーシップやモラールとの関係を

分析することを目的とした。

　帰属意識に関する研究としては、すでに関本

ら’）2）3）4｝が開発した尺度が良く知られている。関

本らの『企業帰属意識尺度』は、Porterらsの考

案した帰属意識尺度に、滅私奉公・運命共同体と

いった「日本的」帰属意識に関する項目を加え、

30項目で構成されている。具体的には「Ql．この

会社の社風や組織風土は自分の価値観や考え方

によく合っている」「Q2．この会社で、自分にと

ってやりがいのある仕事をさせてもらえないな

ら、この会社にいても意味がない」などから成

り、各項目には「1．まったくその反対である」か

ら「7，まったくその通りである」までの7段階の

選択肢が与えられる。回答者は、スケール上に

配されたレ7の選択肢番号のうち1つを選択する。

関本らは、これらの項目の回答結果を因子分析

して4つの因子を抽出している。すなわち「組織

に留まりたいという残留希望（以下、残留希望と

略す）」「組織のために働きたいという積極的意

欲（以下、積極的意欲）」「組織の目標・規範・価

値の受け入れ（以下、価値の内在化）」「功利的帰

属意識（以下、功利的帰属意識）」の4因子であ

る。各因子に含まれる質問項目を表1に示す。

　関本らは1984年と1987年に大規模な調査を行

表1．帰属意織項目（関本、1992に基づく）

残留希望
QO3たとえ現在よりもいい仕事やいい給料が与えられても、この会社が好きなのでよその会社に移る気はない

QO7会社の将来がかなり悲観的になったとしても、わたしは、この会社に魅力を感じているので、留まっていたい

Q16たとえこの先、自分の望んでいるキャリア（希望する職種や進路など）を歩むことができなくても、この会社で働いていたい

Q21自分の働く場所として、この会社よりよいところはそうざらにない

Q24この会社には、人間的に魅力のある人が多いので、ぜひこの会社に長く留まっていたい

QO4せっかくここまで勤めたのだから、これから先もこの会社で勤めたい

Q11この会社は、従業員を「決して悪いようにはしない」ところが安心なので、ずっと勤めていたい

Q14この会社にこのまま勤めていれば安心なので、よその会社に移ることなど考えられない

Q19たとえ興味ある仕事をやらせてくれても、この会社より規模の小さい会社に勤めたくない

Q28よその会社に移っても先行きどのような処遇を受けるかわからないし、むしろこの会社に留まっていたい

QO6この会社に対してたとえ不満が多々あっても、この会社を離れて、自分の将来などとても考えられない

Q23この会社に入った以上、ここを半生を託す場所と考えている

積極的意欲
QO5会社にとって必要な残業や休日出勤はすすんで引き受ける

Q12この会社にとって本当に必要であるならば、どんな仕事でも、またどんな勤務地にいっても、これまで以上にがんばって働く

Q15仕事を遂行していく上で、どんな障害やプレッシャーがあろうとも、この会社のためなら全力を尽くしてがんばる

Q18他の社員よりもはるかにこの会社のために尽くそうという気持ちが強い

Q26こ口会社を発展させるためならば、人並み以上の努力をすることをいとわない

QO8こ口会社を発展させるためならば、自分の私生活が犠牲になっても仕方がない

Q20この会社と自分とは運命共同体である。ともに栄え、ともに滅びるものと考えている

Q27この会社の経営方針や経営施策にたとえ反対であっても、会社がひとたびそれを決めた以上、おのれを殺してその方針や施策

　　に従ってがんばる

価値の内在化
QO　1この会社の社風や組織風土は自分の価値観や考え方によく合っている

QO9この会社のトップ経営者の考え方や経営施策には共鳴できるものが多い

Q13日目会社の従業員全般のものの考え方や行動パターンは、自分にとって常に受け入れやすいい

Q25この会社の組織目標や経営戦略は時代の流れに即応しており、共感を覚える

Q30この会社の経営理念や組織の規範は自分には抵抗なく受け入れられる

功利的帰属意識
QO2この会社で、自分にとってやりがいのある仕事を担当させてもらえないなら、この会社にいても意味がない

Q10この会社から得るものがあるうちは、この会社に勤めていようと思う

Q17この会社の金銭的処遇条件（給与、賞与等）が魅力あるものでなければ、よその会社に移ることも考える

Q22自分の貢献に見合った処遇を受けていなければ、働く意欲はわいてこない

Q29これ以上、自分の能力を向上させる機会が与えられなければ、そのような機会を与えてくれる他の会社に移ることも考える
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い、帰属意識尺度の因子構造を分析するととも

に、4年間の六時比較を行っている。しかしなが

ら、関本らの調査は、大手企業11社に勤務する

大卒男性社員を対象としたものであり、特殊な

サンプルといえる。日本における企業帰属意識

の全体的構造を把握するためには、業種、性別、

学歴、年齢など様々な属性背景を有するサンプ

ルを広く収集し、分析することが重要であろう。

そこで、本研究では多様な業種において様々な

職務に従事する17歳以上の男女従業員を調査対

象とした。加えて、職場モラール、上司のリー

ダーシップ認知に関するデータも収集し、帰属

意識との関連を分析することを目的とした。

　　　　　　　　方　　法

手続き：調査は、平成5年度に（財）集団力学研

究所が行った『PMサーーベイ：職場に関するアン

ケート』および（財）集団力学研究所と㈱原子力

安全システム研究所社会システム研究所が共同

で実施している『職場の人間的側面に関する行

動科学的研究』においてリーダーシップ、モラー

ル調査とともに、主に集合調査方式で実施した。

調査時期：1993年7月・・12月に調査を実施した。

調査対象＝調査対象者は2786名であり、業種と

しては、製造業、大規模小売店、運輸業の他、2

つの電力会社に所属する5つの原子力発電所の勤

務者等を含んでいる。このうち、帰属意識項目

の因子分析には2730名の有効回

目は、調査対象者の職種、職位を考慮してFORM

1、2、4、5および11、12、14の計7種類の調査

FORMを用いた。このうち、　FORM　1一”5は一般企

業の現業職場第一線監督者一部長クラスのリー

ダーシップ評定尺度であり、FORM　l　l一一14は、そ

れぞれ原子力発電所の当直課長、保修係（副）長、

協力会社リーダーのリーダーシップ設定尺度で

ある。いずれのFORMもリーダーシップP行動に

関して10項目、M行動に関して10項目計20項目で

構成されている。モラール、リーダーシップと

も各質問項目について5段階評定で回答させた。

　　　　　　　結果と考察

（1）被調査者の構成

　年齢、勤続年数、性別の各属性についての有

効回答者の内訳を図1に示す。年齢については有

効回答者2198名のうち、17～24歳、25－29歳、

30－34歳の各年齢カテゴリーが、それぞれ21’一22％

の高い割合を示し、あわせて65％を占めている。

勤続年数については、有効回答者1762名のうち、

勤続2・・5年の者が22％で最も多く、ついでIO一・14

年の者が21％となっている。性別では、2714二

二男性83％、女性17％という構成になっている。

　リーダーシップの調査項目として、職種、職

位に応じてFORMごとの回答者内訳をみると、一

般企業の調査FORMであるFORM　l・一FORM　5の回

答者があわせて48％、一方、平成5年度に作成さ

答を用いたが、その後の分析に

際してはモラール質問項目の様

式の違い、リーダーシップ項目

への回答状況などを考慮して、9

名を除いた計2721名のデータを

用いた。

調査項目＝先述の関本らによる

『企業帰属意識尺度』30項目の

他に、（財）集団力学研究所で開

発された職場モラール調査項目

40項目およびリーダーシップ

PM調査項目20項目‘｝を使用し

た。リーダーシップPM調査項

性別構成比（N・2714）

女性
17％

．講鰯

男性
83％

年齢構成比（N・2198）

　　45－49　50歳一
　40－44　6x　7％

　10X

35－39

13X

17－24

21X

30－34

22％

25－29

21％

FORM構成比（N・2664）

　　FOR樋11　　　　　　　　　FOR題5　　　20％

　　　五8％　　　　　　5S

勤続年数構成比（Nニ1762）

20

15－19

12X

10－14

20X
6一　9

16X

2一　5

21X

図1．被調査者の属性別構成
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れた原子力発電所の管理監督者用FORMである

当直課長用（FORM　11）、保修係（副）長用（FORM

12）、協力会社監督者用（FORM　14）の3つのFORM

の回答者があわせて52％を占めている。

②　企業帰属意識の因子分析

　主成分分析の手法を用いて企業帰属意識項目

30項目の分類を試みた。固有値が1以上の因子を

採用する基準で因子数を決定したところ、4っの

因子が抽出された。ノーマルバリマックス回転

後の因子負荷量を表2に示す。

　第1因子に高い負荷量を示す項目は、「Q14こ

の会社にこのまま動めていれば安心なので、よ

その会社に移ることなど考えられない」、「Q28他

の会社に移ってもどのような処遇を受けるかわ

からないし、この会社に留まっていたい」、「Q4

せっかくここまで動めたのだから、これから先

もこの会社で勤めたい」などの項目であり、第

1因子は関本らの研究における「残留希望」の

因子に相当すると考えられる。また、第ll因子

には、「Q8この会社を発展させるためなら、自分

の私生活が犠牲になっても仕方がない」、「Q26こ

表2。帰属意識項目のノーマル・バリマックス回転後の因子負荷量

項 目

Q14この会社にこのまま勤めていれば安心なので、よその会社に移ることなど考えられない

Q28他の会社に移ってもどのような処遇を受けるかわからないし、この会社に留まっていたい

QO4せっかくここまで動めたのだから、これから先もこの会社で動めたい

QO6会社に対してたとえ不満が多々あっても、この会社を離れて、自分の将来など考えられない

Q23こ口会社に入った以上、ここを半生を託す場所と考えている

Q16この先、自分の望んでいるキャリアを歩むことができなくても、この会社で働いていたい

Q21自分の働く場所として、この会社よりよいところはそうざらにない

Q11こ口会社は従業員を「決して悪いようにしない」ところが安心なので、ずっと動めていたい

Q19たとえ興味ある仕事をやらせてくれても、この会社より千尋の小さい会社に動めたくない

Q29自分の能力を向上させる機会が会えあえられなければ、他の会杜に移ることも考える

QO3現在よりもいい仕事やいい給料が与えられてもこの会社が好きなので他会社に移る気はない

QO8この会社を発展させるためなら、自分の私生活が犠牲になっても仕方がない

Q26この会社を発展させるためならば、人並み以上の努力をすることをいとわない

Q18他の社員よりもはるかにこの開始やのために尽くそうという気持ちが強い

Q12会社にとって必要であるならば、どんな仕事や動務地でも、これまで以上により頑彊って働く

Q15どんな障害やプレッシャーがあろうとも、この会社のためなら全力を尽くしてがんばる

Q20この会社と自分とは運命共同体である。ともに栄え、ともに滅びるものと考えている

QO5会社にとって必要な残業や休日出勤はすすんで引き受ける

QO7会社の将来が悲観的になったとしても、この会社に魅力を感じているので、留まっていたい

Q27会社の経営方針や経営施策に反対であっても、会社が決めた以上、己を殺して従う

Q30この会社の経営理念や二二の規範は自分には抵抗なく受け入れられる

QO1この会社の社風や組織風土は自分の価値観や考え方によく合っている

Q25この会社の組目目標や経営戦略は時代の流れに即応しており、共感を覚える

Qegこの会社のトップ経営者の考え方や経営施策には共鳴できるものが多い

Q13この会社の従業員全般のものの考え方や行動パターンは、自分にとって常に受け入れやすい

Q24この会社には、人間的に魅力のある人が多いので、ぜひこの会社に長く留まっていたい

q22自分の貢献に見合った処遇を受けていなければ働く意欲はわいてこない

QO2自分にとってやりがいのある仕事を担当させてもらえないなら、この会社にいても意味がない

Q17この会社の金銭的処遇条件が魅力あるものでなければ、他の会社に移ることも考える

Q10この会社から得るものがあるうちは、この会社に勤めていようと思う

　　　因子分散
全分散に対する寄与率（％）

因　子負　荷量
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の会社を発展させるためならば、人並み以上の

努力をすることをいとわない」、「Q18他の社員よ

りもはるかにこの会社のために尽くそうという

気持ちが強い」などの項目が高い負荷を示して

おり、関本らの「積極的意欲」の因子に対応し

ている。さらに、膝皿因子には、「Q30この会社

の経営理念や組織の規範は自分には抵抗なく受

け入れられる」、「Q1この会社の社風や組織風土

は自分の価値観や考え方によく合っている」な

ど、計5項目が高負荷を示しており、これらは関

本らの「価値の内在化」因子の分類と完全に一

致している。第IV因子には、「Q22自分の貢献に

見合った処遇を受けていなければ、働く意欲は

わいてこない」、「Q2自分にとってやりがいのあ

る仕事を担当させてもらえないなら、この会社

にいても意味がない」といった項目が高負荷を

示し、これも関本らの「功利的帰属意識」の因

子とほぼ対応している。以上の結果から、本調

査で測定された企業帰属意識は、関本らの研究

で見いだされたものと同様の因子構造を示すこ

とが確かめられた。結果として、抽出された4っ

の因子は、働く日本人の帰属意識において普遍

的な構造を成していることが示唆される。

　関本らの項目分類と異なる因子に高負荷を示

した項目は、「Q29自分の能力を向上させる機会

が与えられなければ、他の会社に移ることも考

える」、「QO7会社の将来が悲観的になったとして

も、この会社に魅力を感じているので、留まっ

ていたい」、「Q24この会社には、人間的に魅力の

ある人が多いので、ぜひこの会社に長く留まっ

ていたい」の3項目であるがこれらの項目は、同

時に、関本らの分類した因子にも高い負荷量を

示している。したがって、本研究においても、関

本らの項目分類を採用することとし、以下の分

析では各因子に関連した項目の合成変数を帰属

意識要因得点として用いる。それら帰属意識に

関する4要因のうち、残留希望は12項目の合計

で得点のレンジは12－84点、積極的意欲は8項目

の合計でレンジは8～56点、価値の内在化と功利

的帰属はそれぞれ5項目ずつの合計でレンジは

5～35点である。

　帰属意識以外の要因のうち、リーダーシップ

項目については5段階評定のP・M項目各10項目

の合成変数を求め、リーダーシップP得点、M得

点とした。したがってP得点、M得点ともレンジ

は10・・50点である。さらに職場モラールについて

は、仕事意欲、給与満足、会社満足、精神衛生、

仲間意識、集団会合、意志疎通、業績規範の8要

因に分け、それぞれ5項目（5段階評点）の下位項

目を合計して求めた。したがって、モラールの

各要因得点のレンジは5’・25点である。

③　諸変数の相互関係

　本研究で得られた企業帰属意識ならびにリー

ダーシップ、職場モラールの各要因が、相互に

どのような関連性を示すのか、その全体的傾向

を明らかにするために、林の数量化理論第皿類

（パタン分類の数量化）ηを用いて分析を行った。

なお、本報告では一般企業のリーダーシップ調

査FORMのうち、回答者数が最も多いFORM4（事

務・技術系無間管理職者評価用）の回答者につい

て分析結果を報告する。分析にあたっては、特

性項目（アイテム・カテゴリ）として、帰属意識

にかかわる上述の4要因、職場モラールを構成す

る8要因、さらにリーダーシップPM得点の高低

を組み合わせたりーダーシップ類型を用いた。

　帰属意識、モラールの数量化にあたっては、

FORM4回答者の要因ごとの集団平均を求めそれ

ぞれの平均値を基準に回答者を高・低の2群に分

けた。リーダーシップ類型については、FORM4

のP・M得点の平均値（P＝34．22、M＝35．33）を基準と

して、PM型、　M型、　P型、　pm方の4つの類型に

分類した。

　図2は、部下集団の帰属意識、職場モラールと

上役のリーダーシップ類型との関係を示すプロ

ット図である。

　帰属意識に関しては、残留希望高（92）、積極的

意欲高（02）、価値内在化高（A2）が一群を成してお

り、その対極に、それぞれの対となるカテゴリー

が固まっている。興味深いことに、功利的帰属

意識だけが他の帰属意識要因と対照的な動きを

示しており、功利的帰属低（Bl）は他の帰属意識
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〈モラール〉　　　　　　　　〈企画帰翼意織〉
仕事意欲低（ID高（12）　　　残留希望　　低（9D高（92）
給与満足低（2D高（22）　　　積極的意欲低（OD高（02）
会社灘足低（31）高（32）　　　価値内在化低（Al）高（A2）
精神衛生低（4D高（42）　　　功利的帰属低（BD高（B2）
仲闘意識　低（51）　高（52）

集団会合低（6D高（62）　　　〈リーダーシヲプ〉
意志疎通低（7D高（72）　　　PM型（CD　M型　 （C2）

集綾規鹿低（8DN（82）　　　P型　　（C3）　pm型（C4）

図2．数量化理論111類（パタン分類の数量化）

　　　　　　　　分析結果

＋　（Y）

要因の高カテゴリーの付置する象限に位置し、功

利帰属高（B2）が他の帰属意識要因の低カテゴリー

と同じ象限に位置している。

　残留希望、積極的意欲、価値の内在化などの

帰属意識の高カテゴリーに近い座標には、会社

満足高（32）、精神衛生高（42）、仕事意欲高（12）、給

与満足高（22）などの、いわゆるモラール「個人要

因」と呼ばれる要因の高カテゴリー群が位置し

ている。また逆に、それらの帰属意識の低カテ

ゴリー群と功利的帰属意識の高カテゴリーの近

くには、職場モラール個人要因の低カテゴリー

群が位置している。これらの結果から、関本ら

の尺度によって測定された企業帰属意識は、職

場モラールのうち、組織の処遇に対する個人的

な満足度や仕事に対する意欲などと深く結びつ

いていると考えられる。

　リーダーシップPM型（Cl）に近い座標に位置す

るのは、意志疎通高（72）、仲間意識高（52）、集団

会合高（62）、業績規範高（82）など、職場モラール

の中でも、職場集団の対人関係的側面に強く規

定される、いわゆる「集団要因」とよばれる要

因群である。それに対し、これら集団要因の高

カテゴリーと対をなす低カテゴリー群は、PM型

（C1）の対極に位置するpm型（C4）の周りに分布し

ている。PM型のリーダーシップのもとでモラー

ルの集団要因が高いという結果は、従来のPM型

のリーダーシップに関する研究結果（三隅、1984）

とも整合している。

　試みに、最大固有値の軸と、第2固有値の軸を

45度回転させてみると、一方の軸は職場モラー

ル個人要因と帰属意識の伝統的あるいは企業依

存的な側面の高・低を説明する軸、他方の軸は

リーダーシップの4類型と職場モラールの集団要

因の関係を説明する軸といえるだろう。このこ

とから、企業への帰属意識と上役のリーダーシ

ップについての認知は、互いに独立の次元を形

成していると考えられる。

（4）リーダーシップが帰属意識に及ぼす効果

　リーダーシップが帰属意識に及ぼす効果をみ

るために、調査FORMごとに、リーダーシップ

4類型間の帰属意識要因得点を比較した。そのう

ちFORM　4（事務・技術系中間管理職者評価用）に

おけるリーダーシップ類型ごとの帰属意識得点

の平均を図3に示す。残留希望と積極的意欲では

PM型が最も高く、ついでM型、　P型、　pm型とな

る順位が示された（残留希望：F＝23．79、df＝3／

522、p＜0．001；積極的意欲：F＝29．24、　df＝3／

520、p〈0．001）。　Duncan法による対比較では、

PM型が他の類型に比べて有意に高くpm型が有

意に低い。価値の内在化についてはPM型ついで

P型、M型、　pm型の順となっている（F＝・29．24、

df＝3／520、　p＜0．001）が、対比較ではPM型が他

の3類型と比較して有意に高いことが示された。

また、功利的帰属意識では、P型とpm型がM型

と比較して有意に高い値を示している（F＝3．07、

df＝3／522．　p〈O．05）．

　以上の結果から、PM型のリーダーシップが発

揮されている職場では、部下の組織に留まりた

いという願望や組織のために積極的に貢献した

いという姿勢が強く、同時に組織の掲げる目標

や固有の規範、価値観等の受容度も高くなるこ
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とが期待される。いわゆる“組織人”としての意

識や行動が醸成される指導がなされていると考

えられる。一方、功利的帰属意識では上役をpm

型あるいはP型とみなす部下ほど、相対的に功利

的帰属意識が高い傾向が見られるが、他の帰属

意識要因ほどにはりーーダーシップ類型間の差異

は顕著でない。

PM型

M型

P型

pm型

PM型

M型

P型

pm型

40 50 60

残智希望

5 15 20 25

価値内在化

PM型

M型

P型

Pm型

PM型

M型

P型

pm型

30 35 40

積極的意欲

5 蓋5 20 25

功利的帰属

図3．帰属意識4変数に対するリーダーシップの
　　　効果

（5）属性別比較にみる帰属意識要因得点の差

　異

　関本ら’）　2）によると、残留希望や積極的意欲、価

値の内在化などいわゆる伝統的な帰属意識、ある

いは企業依存型の帰属意識を有する者は、高年

齢者層に多く、功利的帰属意識が高い者、あるい

は帰属意識全般が希薄な者は、若年層に多いと

いう。そこで、本研究でも、回答者の年齢・勤続

年数・性別などの属性ごとに帰属意識を比較して

みた。

　①年齢別比較：回答者の年齢別に帰属意識を

　　比較した結果（図4）、残留希望、積極的意欲、

　　価値の内在化といった伝統的あるいは企業

　　依存的な帰属意識に共通の変動がみられた。

　　つまり、それらの帰属意識要因では、a5・一29

　　歳頃に、17一・24歳の入社間もない頃より得点

　　が低下して最低となり、その後、緩やかに

　　上昇して50歳以上で最高となる傾向である。

　　職場モラールについても、これとほぼ同様

　　の推移曲線がみられた。功利的帰属意識に

　　っいては、これらとはちょうど対照的に、

6

25・’29歳を頂点とする山形の曲線が示され

た。

17－24　es－2g　so－M　ss－39　40一“　45－49　scM

歳　　歳　　歳　　歳　　歳　　歳　　一

　　　　残蟹希望

2

17－24　25一四　 30一鈎　 35一鵠　 40一“　 45－49　　50歳

歳　　償　　歳　　畿　　歳　　歳　　～

　　　積極的意欲

セ

1 量

且 正

17－24　25－29　30一努　 35－39　40一弱　 45－49　　50畿　　　　　　　　　　　　IT－24　2S一圏　 30一脳　衡一39　40一網　 45冒49　　50歳

歳　　歳　　歳　　歳　　歳　　歳　　～　　　　　　　歳　　歳　　歳　　畿　　歳　　歳　　～

　　　価値内在化　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　功利的帰風

　　図4．帰属意識4変数の年齢別比較

②　動続年数別比較：動続年数別比較でも、年

　齢別比較と同様な傾向がみられた。ただし

　入社後2～5年の頃に落ち込んだ、残留希望、

　積極的意欲、価値の内在化などの帰属意識

　がその後10～14年頃まで低迷する傾向がみら

　れる。職場モラールについても同様の傾向

　が認められる。一方、功利的帰属意識につ

　いては、比較的緩やかな推移傾向であるが、

　入社後2～5年でピークとなった功利的帰属意

　識が、その後10一・14年頃までほとんど減衰せ

　ず、他の帰属意識と対照的な傾向を示して

　いる。

③性別比較：帰属意識、モラールとも、男女

　間であまり顕著な差異はみられないが、組

　織に貢献したいという積極的意欲は女性の

　方がわずかながら高く、功利的帰属意識に

　関しては男性の方が比較的高くなる傾向が

　示されている。

⑥　企業帰属意識のクラスター分析

　ここまで、因子分析によって分類した帰属意

識の4因子について、それぞれ帰属意識の独立の

側面として個別に検討してきたが、これら4つの

帰属意識の側面は、個人の意識の中では相互に

関連しあい、全体としての帰属意識を形成して

いると考えられる。そこで、関本らに倣い、各
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因子に対する被調査者の傾性（因子得点）を算出

し、クラスター分析を用いて被調査者の帰属意

識タイプを分類した。

　その結果、帰属意識4要因への重みづけの類似

性から、被調査者は次の5つのクラスターに分類

された（表3）。

表3　帰属意織の因子得点によるクラスター分類

企 業帰属意識 人数 ％

残留希望 積極意欲　価値内在 功利帰属

1．企業従属型 ．187 ．923　　一．244 、591 602 22．6

2．安住型 ．980 一．714　　　．220 ．014 555 20．8

3．功利型 一．156 一．286　　－L540 1，032 314 11．8

4．自己主体型 一．260 ．456　　　．971 ．849 493 18．5

5．希薄型 「676 、488　　　．082 一．611 703 26．4

註）表中の数字は、因子得点のクラスター・センター

クラスター1：残留希望、積極的意欲は正の値を

示しているが、価値の内在化と功利的帰属が負

の値を示している。組織が自分に何を与えてく

れるかという点よりも、組織のために働きたい、

組織に留まっていたいという気持ちが強い。し

かしながら、組織の目標・価値に賛同し、積極的

に受け入れているわけではない。つまり、それ

が組織の意向であるならば、多少の異論が合っ

ても滅私奉公的にそれに従うというパターンを

表していると考えられる。関本らのいう「企業

従属型」と命名できる。

クラスター2＝残留希望が突出して強く、価値の

内在化も正の値を示している。また功利的帰属

は平均的である一方、積極的意欲は5クラスター

中最も強い負の値を示している。組織に留まり

たいという気持ちは非常に強く、そのために組

織の目標や価値も無批判に受け入れているが、組

織に対して積極的に貢献したいという意欲は低

い。目立っことなく大過なく、ただ穏やかに勤

め上げたいという姿勢が認められ、いわば「安

住型」といえよう。この「安住型」は、関本ら

の分類では見いだされていない。

クラスター3＝功利的帰属意識のみが突出して高

く、他の全ての因子で負の値を示している。自

己の利益を追求し、組織から得るものがある限

りはその組織に留まっているというタイプであ

る。打算的な帰属意識が極端に強いことから「功

利型」といえる。

クラスター4：価値の内在化、功利的帰属意識の

2因子で高い正の値を示しており、組織に貢献し

　　　　　　　　　たいという積極的意欲も正

　　　　　　　　　の値を示している。自己の

　　　　　　　　　利益、主体性と組織の目標・

　　　　　　　　　価値が矛盾なく両立してい

　　　　　　　　　るが、他の組織でもその条

　　　　　　　　　件が保証されるなら、今

　　　　　　　　　の組織に留まり続けること

　　　　　　　　　にはこだわらないという姿

　2，　667　100．・0　勢が読みとれ、関本らのい

　　　　　　　　　う「自己主体型」に一画面

　　　　　　　　　る。

クラスター一　5：全ての帰属意識の因子がほぼ0ま

たは負の値を示しているクラスターである。組

織に対する帰属意識が全ての側面にわたって希

薄な、いわゆる「希薄型」と命名できる。

　本調査のクラスター分析では、「企業従属型」

「功利型」「自己主体型」「希薄型」のクラスター

など、関本らの従来の分類とほぼ同様な帰属意

識のパターン群が示された。ところが、残留希

望、積極的意欲、価値の内在化の3因子が強い正

の値を示し、功利的帰属が強い負の値を示すと

いう、関本らの研究で指摘された「伝統型」の

クラスターが見いだされなかった。かわりに、残

留希望は強い反面、組織に対して貢献しようと

いう意欲が低い、いわゆる「安住型」の帰属意

識形態を示すクラスターが見いだされた。この

ような相違が見られた原因としては、関本らの

研究では、大学卒のホワイトカラーの男性社員

を調査対象としているのに対し、本研究では、

様々な業種にまたがり、異なる学歴等の背景を

持った男女社員を対象としていること、さらに、

関本らの調査と比べて40代以上の年齢層の比率

が低く、関本らの研究では調査対象とならなか

った17’・24歳の年齢層が全体の22％も含まれてい

ることに起因すると考えられる。
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（7）帰属意識クラスターの属性別分布

　次に、年齢、動続年数、性別などの属性カテ

ゴリーごとに帰属意識クラスターの分布をみて

みよう（図5）。

0駕　　　　　　　　　　　20駕　　　　　　　　　　　40駕　　　　　　　　　　　60弩　　　　　　　　　　　80漏　　　　　　　　　　100男

ロ希　　　型

恁�@　　型

｡自　　体型

壕ﾀ　　　型
｢企　　属型

17－24歳

Q5－29歳

R0－34娼

R5－39歳

S0－44歳

S5－49歳

T0歳以上

O覧　　　　　　　　　　　20駕　　　　　　　　　　　40寛　　　　　　　　　　　60覧　　　　　　　　　　　80覧　　　　　　　　　　100薯

ロ希　薄　型

｡功　利　型

U自己主体型

壕ﾀ　住　型

｣企業従属型

　0－1年

@2－5年

@6－9年

P0－14年

P5－19年

Q0－24年

Q5年以上

0驚　　　　　　　　　20駕　　　　　　　　　40瓢　　　　　　　　　6侃　　　　　　　　　80瓢　　　　　　　　蓋00鮨

i ロ希　　　型

?功　　　型
厲ｩ　　体型

B安　　　型
b企　　属型

男　性

浴@性

図5．属性別にみた5つの帰属意識クラスターの
　　　割合

①年齢別比較：各クラスターの分布状況を年

　齢別に比較してみると、帰属意識希薄型が

　低年齢層で最も多く、34．9％を占めるのに対

　して、50代以上では15．1％と小さい。一方、

　企業従属型は、これと対照的傾向を示して

　いる。企業従属型は25’・29歳でそれ以前の年

　齢層より減少するが、その後は再び増え始

　め50歳以上では52．5％と過半数が企業従属

　型となる。純粋な功利型は全般に低い割合

　であるが、企業従属型が最も少なくなる

　25－29歳で功利型の割合が相対的に高い。安

　十型は30代に多く28一・329・程度を占めてい

　る。この30代から40代前半にかけての年齢

　層では、自己主体型が相対的に少ない。第

　一線管理職や中間管理者を多く含むであろ

　うこれらの世代では、上層部の意向と部下

　・同僚の要望との調整役として行動せねばな

　らず、自己主張をしにくい立場にあること

　が推察される。自己主体型の割合が最も多

　いのは45－49歳で、この年齢層の28．8％を占

　めている。これは、自由裁量で行動できる

　範囲が広がったことによるのではなかろう

　か。

②勤続年数別比較：勤続年数別の比較でも、

　年齢別比較のデータに準じた結果が示され

　ている。特徴的なのは、動続年数2～9年の者

　のうちのじつに36’・37％を希薄型が占めてい

　ることである。帰属意識が組織との関わり

　を通じて形成されることが伺われる。

③　性別比較：性別で比較すると、女性は男性

　に比べて希薄型や企業従属型の割合が高い。

　女性の場合、自己の利益や目標を積極的に

　追求することに主眼をおいた帰属意識形態

　はあまりみられない。一方、男性では功利

　型や自己主体型の割合が女性に比べて高い

　反面、積極的に貢献するよりも、大過なく

　勤め上げようとする安住型も相対的に多い。

⑧　職場モラールにみる帰属意識クラスター

　の差異

　帰属意識の各クラスターごとにモラール要因

得点の平均値を求め、比較した結果を表4に示す。

　平均値の高低により各帰属意識のクラスター

を順位づけしてみると、いずれのモラール要因

についてもほぼ一貫した顧位性が認められる。自

己主体型は、職場モラールの全ての要因で最も

高い得点を示している。希薄型と功利型は、仕

事意欲で同得点であるが、それ以外の要因では、

常に希薄型が4位、功利型が5位である。2位、3

位にあたる企業従属型と安住型は、給与満足と

会社満足で安住型の方がやや高得点を示してい

るが、それ以外の要因では企業従属型が2位、安

住型が3位となっている。

　分散分析では、モラールのいずれの要因にお

いても帰属意識クラスター間に有意差が認めら

れた。個々のモラール要因についてDuncan法に

よる平均値の対比較を行った結果、仕事意欲（F

＝130．08、df＝4／2659、　pく0．㎜1）では、最も得
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点の高い自己主体型と企業従属型の間に有意な差

がなく、ともに平均が15．59と最低得点の功利型

と希薄型の間には差がみられないが、その他の

帰属意識クラスター間に有意差が示された。給

与満足（F＝52．86、df＝4／2658、　p＜0．0001）と精

神衛生（F＝73．55、dfニ4／2656、　p＜0．0001）につ

いては、最も得点の高い自己主体型とそれに次

ぐ企業従属型あるいは安住型の間には差がない

が、それ以外のクラスター間の差は全て有意で

あった。会社満足（F＝166．64、df＝4／2659、　P〈

0．0001）、仲間意識（F＝38．48、df＝4／2659、　p＜

0．0001）、意志疎通（Fニ77．00、df　＝　4／　2644、　p＜

0．OOO　1）については、得点順位の2位あるいは3位

にあたる企業従属型と安住型の間の差を除いて、

クラスター間の差が有意であった。集団会合（F

＝62．91、df＝4／2654、　p＜0．0001）についての評価

は、第1位の自己主体型と第2位の企業従属型の

間の差を除いて、クラスター間には全て有意差

が認められた。業績規範（F＝55．99、df＝4／2646、

p〈0．㎜1）については、得点順位3位の安住型と

4位の希薄型の間の差を除いて、クラスター間の

差が有意であった。

　以上の結果から、功利型が自己の所属する組

織や職場集団に多くの面で不足や不満を強く感

じていることが示唆された。このことは逆に、組

織の処遇や上司のリーダーシップの不備によっ

て職場モラールが低下すると、従業員の帰属意

識に功利的傾向が高まる、と解釈することもで

きる。一一．一一方、自己主体型の帰属意識形態を有す

る人は、モラールが全般に高いことが示された。

つまり、組織内の規範が個人の主体性・自律性を

妨げず、また組織の掲げる目標や理念が個人の

目標や価値観に合致することが、モラールの向

上に大きく寄与していることが示唆される。こ

の自己主体型が、滅私奉公的に組織に貢献しよ

うとする企業従属型よりも高いモラールを示し

たことは、高度成長期を過ぎ、働く現代日本人

が1aborから、より主体的・能動的なworkerへと

変貌を遂げつつあることを示唆しているのかも

しれない。今後は組織としても、従業員の適性

・技能・経験・目標に応じた“働く場”を提供する

ことができるかどうかが、人的資源を確保する

上で重要な課題となるであろう。

表4．帰属意識クラスターごとのモラール得点

モラール
企業帰属意識クラスター

分散分析結果

変　　数 企業従属 安住 功利 自己主体 希薄 （F値）

n＝613 n＝542 n寓272 n＝510 n＝730

仕事意欲 18．59 17．19 15．59 18．82 15．59 130．08零＊＊

（3．02） （3。05） （4．05） （3．03） （2．98）

給与満足 12．66 12．81 9．64 13．11 12．12 52．86零纏

（3．48） （3．42） （3．50） （3．55） （3．33）

会社満足 16．35 16．54 12．23 17．09 14．59 166．64零＊＊

（ag8） （Z75） （3．15） （3．04） （2．91）

精神衛生 15．38 15．23 12．16 15．40 13．67 73．55宰＊＊

（3．42） （3．19） （3．49） （3．55） （ag3）

仲間意識 17．43 17．09 15．23 18．09 16．37 38．48ホ宰零

（3．40） （3，44） （4．42） （3．38） （3．25）

集団会合 16．71 15．69 13．65 17．03 15．15 62．91零紳
（3．28） （3。37） （4．32） （3．40） （2．98）

意志疎通 17．28 16．87 13．99 17．90 16．04 77，00纏＊
（3．17） （3。20） （3．84） （3．35） （3．00）

業績規範 16．96 15．90 15．05 17．45 15．61 55．99纏＊
（2．79） （2．66） （3．46） （2．91） （2．66）

＊＊＊ 垂ｭ0．0001

　　　　まとめ

　関本4，（1992）は、1984年と

1987年に実施した調査の結

果を比較し、帰属意識の変

化を検討している。その結

果、出生コーホート、すな

わち同じ年に生まれた共通

世代の変化を追跡すると、

残留希望に変化が見られず、

各世代が5年前の意識をそ

のまま持ち越していること、

さらに、積極的意欲に関し

ては、同一世代の中でも顕

著に減退していることを指

摘している。それらの結果

から、関本は今後、我が国

においても組織への忠誠心

を基盤とする伝統的な帰属

意識形態が次第に減少、代
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わって自己主体的あるいは功利的な帰属意識形

態が増加するであろうと予測している。

　本研究の結果も、そのような将来を予期させ

るものではあるが、一方で、帰属意識は職場モ

ラールとの強い関連を示しており、上司のリー

ダーシップなど、外部からの働きかけによって

も変化し得るものであることが示されている。ま

た、年齢別比較にみられる、いわゆるUカーブ

のような曲線的変化からも、帰属意識が必ずし

も出生コーホートに規定される側面ばかりでな

いことが示唆される。

　調査結果に示されたように、入社後、数年の

うちに職場モラールや帰属意識が低下してしま

う状況を改善するためには、組織としての人材

育成への取り組みはもちろん、教育・指導にあた

る管理監督者のリーダーシップが大きな鍵を握

っているといえるだろう。なぜなら、職場の管

理監督者が、企業の目標や経営理念をいかに咀

厚し、自らの職場の目標に結びつけていくか、ま

た部下個々人の目標や価値観といかに適合させ

ていくかによって、部下集団の組織に対する満

足度や意欲、貢献度、そして帰属意識は異なっ

てくると考えられるからである。

　今後は、本研究で検討した企業帰属意識を含

め、組織風土がどのように構成されているのか、

また、形成された組織風土が、個人の価値観や

意識にどのように影響を及ぼすのか、その相互

規定的なシステムを明らかにしていくことが重

要な研究課題といえる。

　　　　　　　　　要　約

　本研究では、組織風土の一側面として企業帰

属意識をとりあげ、その内的構造を検討すると

ともに、リーダーシップや職場モラールとの関

係を分析することを目的とした。その目的のた

め、様々な背景要因をもつ複数の組織を対象に

広く調査を実施した。本研究で得られた知見は、

次のようなものである。

1）本研究では、様々な職場集団について調査

　を行ったが、因子分析の結果では関本らの行っ

　た大手企業の大卒男性社員を対象とした調査結

果とほぼ同様の因子が抽出された。

2）残留希望、組織に貢献したいという積極的

意欲、価値の内在化といったいわゆる伝統的な

帰属意識の側面には、リーダーシップの効果性

がみとめられ、職場モラールと同様にPM型の

リーダーシップのもとでそれらの帰属意識要因

が高揚することが示された。

3）パタン分類の数量化分析では、功利的帰属

意識が他の3つの帰属意識と対照的な分布を示

していた。職場モラールとの関係では、帰属意

識が仕事意欲・給与満足・会社満足・精神衛生

などの、いわゆる個人要因と強く結びついてい

ることが見出された。また、帰属意識と上司の

リーダーシップに対する評価は、独立の次元を

形成していることが示唆された。

4）年齢別比較や勤続年数別比較では、残留希

望や積極的意欲、価値の内在化が、いわゆるU

カーブに近い曲線を描いて年次変化する傾向が

みられた。功利的帰属では、これと対照的に逆

Uカーブを示している。このような年齢・勤続

年数と帰属意識との曲線的関係は、従来の研究

で指摘されていない新しい知見である。

5）帰属意識のクラスター分析では、企業依存

型、功利型、自己主体型、希薄型といったクラ

スターが、関本らと同様、本研究においてもみ

られたが、関本らが伝統的と呼ぶクラスターだ

けは見いだされず、代わって、残留希望が突出

して高い反面、積極的意欲は低い安住型のクラ

スターが新たに見いだされた。

6）帰属意識クラスター間でモラール各要因の

得点を比較すると、自己主体型のモラールが、

他のクラスターに比べて有意に高いことが示さ

れた。
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